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「岡山県鉄鋼業最低賃金」の改正決定にかかる意見 

 

「岡山県鉄鋼業最低賃金」の改正決定にかかる調査審議において、以下のとおり意見を述べ

ます。 

 

１ 団体又は事業所の名称等 

JFE スチール株式会社 西日本製鉄所 

労働人事部 倉敷労働人事室長 森上健作 

 

２ 本年の春闘結果及び賃金動向 

弊社の労働組合からは 2025 年度の賃金改定の要求としてベア 1 万 5 千円の提示があり、

満額で回答をしております。 

他方、弊社の基準賞与額は、前年度のセグメント利益（≒連結経常利益）に連動する方式

をとっておりし、2024 年度決算の結果、2025 年度の基準賞与は 2024 年度基準賞与に対し、

減額となりました。 

 

３ 上記産業別最低賃金が適用される業種の経済情勢及び今後の見通し 

（１） 全国粗鋼生産推移見通し 

経産省が発表した 2024 年度の全国粗鋼生産量は 8,295 万㌧であり、過去最低を記録した

コロナ期間中の 2020 年度の 8,278 万㌧に次ぐ低水準でした。足元の 2025 年度もコロナ

明け以降では最低水準の生産レベルが継続している状況にあります。 

（２）国内のマクロ経済と鋼材需要動向の認識  

2025 年度の日本経済は、対米直接輸出の減少、生産水準の低下・企業収益の悪化など、

先行きが見通せないことにともなう企業投資の停滞、景況感悪化に伴う個人消費の停滞

などが想定され、経済成長率は従来の想定より低下する見込みです。 

米国の関税率引き上げにともなう米中経済の減速や、各国の関税政策の活発化もあって、

日本から各国輸出への影響等含めて、極めて不透明感が強い状況にあると認識しており

ます。 

以上の環境認識を踏まえた国内鋼材需要の動向ですが、建設業向けについては、建設コス

ト上昇・人手不足の影響を背景に低迷状態が続くものの、資材価格上昇スピードの鈍化も

あり、底入れ気配が感じられます。製造業向けは、米国の関税措置が最大のリスクとなっ

ています。特に、鋼材内需に占める割合が高く、北米向けの輸出割合も相対的に高い自動

車分野・建産機分野は、その動向と影響について、強い緊張感をもって動向を見ていく必

要があります。 

 

（３）海外のマクロ経済と鋼材需要動向の認識  



米国のトランプ政権による大規模かつ包括的な関税の導入、経済・通商政策を巡る不透明性

の高まり、貿易および投資の減退などを背景に、2025 年の経済成長率は、多くの国・地域

において前年から低下すると予測されています。 

米国、カナダ、メキシコの USMCA３か国、米国との貿易摩擦に真っ向から直面する中国、

アジアにおいて輸出依存度の高い韓国、タイ、ベトナムなどの成長率が前年から低下すると

見込まれています。一方、外需依存度の低いインド、インドネシアなどにおいては貿易政策

の影響は比較的軽いと想定されています。今後見通しの前提より関税が引き上げられる場

合、各国地域の成長率が下振れする可能性があります。 

以上の環境認識を踏まえた海外鋼材需要の動向ですが、世界的に需要の盛り上がりに欠け

る状況が続く中、米国の通商措置に伴う貿易摩擦の激化やリセッションリスクを意識した

様子見姿勢もあり、回復が見通せない状況にある。中国の内需低迷・供給過剰・輸出増がア

ジア圏の市況を押し下げている構図にも大筋で変化はなく、ASEAN・南アジア等での供給

能力拡張の動きも相まって、アンバランスな需給環境が短期的に是正されることは考えに

くいと認識しています。各国の鋼材 AD・SG の動きも一層活発化しており、当面は厳しい

環境が続くものと想定しています。 

 

４ その他の特記事項（雇用情勢等） 

日本の鉄鋼業はカーボンニュートラルへ向けた莫大な費用を要する研究・投資が控えてお

り、恒常的に収益を生み出せる企業体質へ生まれ変わるための構造改革に取り組んでいる

最中であり、コスト増に対する慎重なスタンスは必要と認識しています。 

他方で、少子化、求人倍率の増加等により、人員の確保に苦労している企業は引き続き非常

に多いと認識しており、鉄鋼業においても長期的に人員を確保していくための取り組みも

重要であると考えています。 

 

  

５ 改正決定に関する意見 

人員の確保や育成は、企業それぞれの経営状況等も踏まえて各企業が独自性を持ち取り

組むべき重要課題であり、また、先に述べたような厳しい鋼材需要の環境下にあっては、企

業横断的に一律の固定コスト増に繋がるような賃金改善は馴染みにくいと考えられます。 

加えて、鉄鋼業の賃金の優位性の確保には留意する必要があるものの、他県鉄鋼業最低賃金

の優位性の程度とも比較しながら、優位性の程度やその必要性については引き続き検証し

ていく必要があります。 

 

以 上 


